
平成 14年 3月期 決算短信 (連結)  平成 14年 5月 27日

上   場   会   社   名     株式会社 ツ　ガ　ミ 上場取引所 東 大 名 札

コード番号     6101 本社所在都道府県

(URL http://www.tsugami.co.jp) 東京都

問合せ先　責任者役職名 常務取締役統轄本部長

　　　　　氏　　　　名 大宮 郁士 TEL (03) 5470 - 7890
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 27日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 【単位：百万円】(百万円未満切捨)

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 15,577 △ 28.3 △ 303 - △ 168 -

13年  3月期 21,735 76.9 1,258 - 1,372 -

          当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 427 - △ 4.81 - △ 2.1 △ 0.6 △ 1.1

13年  3月期 1,180 - 13.28 - 5.8 4.8 6.3

(注)①持分法投資損益 14年  3月期       △5 百万円          13年  3月期       △8 百万円

　　②期中平均株式数（連結）　14年  3月期    88,940,339 株　　　13年  3月期    88,908,923 株
　　③会計処理の方法の変更 無

　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 29,157 19,924 68.3 224.03

13年  3月期 31,481 20,963 66.6 235.70

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期    88,934,172 株　　　13年  3月期    88,942,595 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 △ 3,882 △ 860 4,213 1,211

13年  3月期 96 △ 53 27 1,736

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  10　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  2　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 8,800 300 300

通　　期 18,000 700 700

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   7 円 87 銭 

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予想
　数値と異なる場合があります。
　なお、上記予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照して下さい。
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企　業　集　団　の　状　況企　業　集　団　の　状　況企　業　集　団　の　状　況企　業　集　団　の　状　況

　　　当社グループは、当社、子会社１４社及び関連会社１社で構成され、自動旋盤、研削盤、マシニングセン
　　タ、転造盤、ラップ盤、その他の工作機械等の製造販売を主な内容とし、更に各企業に関連する研究及びそ
　　の他のサービス等の事業活動を展開しております。
　　　当社グループの事業系統図は、以下の通りであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　  　　　　　　　　製　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　外注加工　　　　　　　　　　　　製　品　　　　　　　　　　　製　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　品　　　　　　　　　　　部　品
　　　　　　　　　　　　部　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　外注加工　　　　　　　　　　　　　　　　製　　　　　　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　製　　品　　　　　　　　　　　　　　　　部　　　　　　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　外注加工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製　品
　　　　　　　　　　　　部　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　品
　　　　　　　　　　　　外注加工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製　　　　部
　　　　　　　　　　　　製　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製　品　　品　　　　品
　　　　　　　　　　　　部　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　製　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　製品の流れ
　　　　　　　部品及び外注加工の流れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（注）無印　連結子会社
　　　　※１　非連結子会社で持分法適用会社
　　　　※２　非連結子会社で持分法非適用会社

※ ３　関連会社で持分法非適用会社
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製造・販売会社

　　㈱ｼﾏﾓﾄ精工

　　ﾂｶﾞﾐﾃｸﾉ㈱

製造会社

　　㈱ﾂｶﾞﾐﾂｰﾙ

※2 ㈱ﾂｶﾞﾐ総合ｻｰﾋﾞｽ

　 (旧社名㈱ﾂｶﾞﾐ

　　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ)

製造会社

　　㈱ﾂｶﾞﾐﾒｶﾃｯｸ

　　㈲ﾂｶﾞﾐｴﾝｼﾞﾆｱ

製造会社

　　㈱ﾂｶﾞﾐﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ

製造・販売会社

　　㈱ﾂｶﾞﾐﾊｲﾃｯｸ

販売会社

　　津上工販㈱

※2 ﾂｶﾞﾐ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)

※2 ﾂｶﾞﾐ(ﾀｲ)

※3 ㈱ﾌｧｽﾅｰ工販

製造・販売会社

※1 WMT ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ測
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保守、修理等ｻｰﾋﾞｽ部門

　津上工販㈱

　㈱ﾂｶﾞﾐﾏｼﾅﾘｰ

　(旧社名㈱ﾂｶﾞﾐｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ)

※2 ﾂｶﾞﾐ(ﾀｲ)
その他

　㈲浅間エフワン
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経　営　方　針経　営　方　針経　営　方　針経　営　方　針

１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針

　当社は、創業以来培ってきた精密技術を基礎に市場のニーズを絶えず先取りし、新し

い価値の創造と提供を通じ、社会に貢献することを経営の基本に置いております。

　このような基本方針により、お客様のご要望に合致した「高精度」「高速」｢高剛性｣

の製品を提供することに努力いたしております。

２．利益配分に関する基本方針２．利益配分に関する基本方針２．利益配分に関する基本方針２．利益配分に関する基本方針

　当社は今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、競争力の一層の強

化、経営の効率化に引き続き取り組むことにより、企業の総合力を高め、株主の皆様に

利益還元を図りたいと考えております。

　配当につきましては、企業体質の強化を図りつつ、配当可能な業績を確保すべく努力

して参る所存であります。

３．中長期的経営戦略と対処すべき課題３．中長期的経営戦略と対処すべき課題３．中長期的経営戦略と対処すべき課題３．中長期的経営戦略と対処すべき課題

　当社は、一層の躍進を果たすため、次の具体的な課題に引き続き取り組んで参ります。

　第１は「開発力の強化」であります。

　マーケットの激しい変化に対応し競争に勝つためには、開発力を一層強化し、お客様

のニーズに合致した製品をスピーディーに開発する必要があります。この最重要課題の

もと、長岡工場および信州工場に技術本部を設置し、自動旋盤、研削盤、マシニングセ

ンタ、転造盤、ラップ盤等広範囲の精密部品加工機分野において統一的な開発を推進す

ると共に、開発のスピードアップに努めて参ります。

　昨年11月には、池貝ワドー株式会社の株式を１００％取得し、ツガミテクノ株式会社

として新発足し、立形マシニングセンタ分野へ進出いたしました。当社マシニングセン

タグループとツガミテクノ株式会社は技術面、生産面、販売面で全面的に協力・連携し、

相乗効果を上げて参ります。

　第２は「生産性の向上」であります。

　工作機械の受注環境は一段と厳しさを増しており、他社に負けない価格競争力をつけ

るために、更に生産の合理化を推進し一層のコストダウンを実現して参ります。そのた

めにモジュール化による効率的な組立の推進、制御盤等の内製化の一層の推進等、生産

性の向上に取り組んで参ります。

　第３は｢営業力の強化｣であります。

　サービス体制の強化、新規ユーザーの開拓に重点を置き、営業力を更に強化して参り

ます。営業部門と併せ、工場の技術者も直接ユーザーを訪問し生の声を吸い上げ開発に

活かすと共に、営業と一体となって販売増強に努めて参ります。
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　輸出面につきましては、タイ、フィリピンを中心とする東南アジア、中国、台湾を始

めとする東アジア地区の目覚しい工業化に伴い、海外営業の最重要地区と位置づけして

営業体制を強化して参ります。

経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態

１．経営成績１．経営成績１．経営成績１．経営成績

（１）当期の概況（１）当期の概況（１）当期の概況（１）当期の概況

　当期におけるわが国経済は、第２四半期以降、IＴ関連産業の急激な失速等による設

備投資意欲の減退や、雇用不安を背景とした個人消費の低迷、更には米国における同時

多発テロの発生を契機とした世界的不況の進行により、極めて厳しい状況が続きました。

　工作機械業界におきましては、第１四半期は受注、売上とも堅調に推移しましたが、

その後国内外ともに受注環境が急激に悪化し、とりわけ、当社の主要取引先であるＩＴ

関連業界は厳しい環境におかれました。

　このような状況の下で、当社は長年培った精密加工のノウハウをもとに、更に高度化

するＩＴ分野にニーズを先取りした新製品ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＭ１６、ＣＮＣ精密自

動旋盤ＢＣ１８、ＣＮＣ精密自動旋盤ＭＵ２６/３８、ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＵ２６/３

８および光ファイバー用コネクタ部品であるフェルールの外径を高精度に研削加工する

ためのＣＮＣ精密円筒研削盤Ｇ２５Ｆ、更に自動ワイヤ式小穴ラップ盤ＷＩＬ、自動表

面欠陥検査装置ＭＳＩを市場に投入して参りました。

　開発の成果が実を結びましたこれらの新製品を中心に、国内、アジア、欧州において

積極的に展示会に出品し、直接ユーザーにＰＲする等、販売活動を活発に行って参りま

した。

　［単独業績］

　売上高につきましては、前期（平成13年3月期）は設備投資が活発でありました光通

信関係を最重点に営業展開したことが奏効し、前々期比６２.６％増と大幅に伸ばしま

したが、当期はこの光通信関係が大幅に落ち込みました。

　当期は国内外で大変厳しい環境でありましたが、設備投資が活発なアジア地域の小型

スピンドルモータ（流体動圧軸受）関係に着目し、新鋭機種を投入して積極的に営業活

動を展開し、この分野の主要メーカーに納入することができました。

　この結果、当期の売上高は１４,０５１百万円となり、前期比２８.８％減に止めるこ

とができました。
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　輸出につきましては、米国向けが大幅に減少しましたが、東南アジアにおいて積極的

な販売活動を行いました結果、輸出額は４,０８３百万円となり前期比２２.２％減に止

めることができました。また、輸出比率は前期比２.５ポイント増の２９.１％となりま

した。

　機種別の売上高につきましては、主力の自動旋盤がＩＴ関係の急激な落ち込みにより、

前期比３４.６％減の８,２５２百万円となりました。研削盤の売上高は自動旋盤に次ぐ

柱に育成すべく、新組立工場の建設や人材投入、新製品の開発力強化等に努めました結

果、前期比７.７％増の２,２０６百万円となりました。マシニングセンタの売上高は前

期比３８.１％減の８９５百万円、転造・ラップ盤の売上高は前期比１９.０％増の

９４３百万円、その他の製品の売上高は前期比３７.９％減の１,７５４百万円となりま

した。

　当期の損益につきましては、営業利益は８２百万円、経常利益は１９９百万円と黒字

を計上しましたが、特別損失に投資有価証券評価損および関係会社貸倒引当金繰入額等

の計上をしましたため、２１８百万円の当期純損失となりました。

　［連結業績］

　当期の連結売上高は、前期比２８.３％減の１５,５７７百万円、連結経常損失１６８

百万円、連結当期純損失４２７百万円となりました。連結ベースで経常損失並びに当期

純損失となりましたのは、関係会社の売上減少に伴うものであります。

（２）次期の見通し（２）次期の見通し（２）次期の見通し（２）次期の見通し

　東南アジア、中国マーケットにおいて、引き続きハードディスク関連を始め一般部品

加工の分野で活発な引き合いがあり、ユーザーのニーズを先取りして新鋭機種を投入し、

また営業、サービスの両面を拡充し、自動旋盤分野で２０％の売上増を予定しておりま

す。

　新たに進出した立形マシニングセンタ分野におきましては、乗軌化に注力して参りた

いと思います。

・平成1５年３月期の連結通期業績見通し

　　　　売　上　高　　　　１８,０００百万円

　　　　経 常 利 益     　　　　　　 ７００百万円

　　　　当期純利益　　　　　　 ７００百万円

・平成1５年３月期の連結中間期業績見通し

　　　　売　上　高　　　　　８,８００百万円

　　　　経 常 利 益     　　　　　　 ３００百万円

　　　　当期純利益　　　　　　 ３００百万円
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-６-

・平成1５年３月期の単独通期業績見通し

　　　　売　上　高　　　　１６,５００百万円

　　　　経 常 利 益     　　　　　　 ７００百万円

　　　　当期純利益　　　　　　 ７００百万円

・平成1５年３月期の単独中間期業績見通し

　　　　　　　　　　　　　　　　売　上　高　　　　　８,０００百万円

　　　　経 常 利 益     　　　　　　 ３００百万円

　　　　当期純利益　　　　　　 ３００百万円

２．財政状態２．財政状態２．財政状態２．財政状態

　当連結会計年度末における連結総資産は、受取手形及び売掛金等の減少に伴い、

２９,１５７百万円（前連結会計年度末比２,３２４百万円の減少）となりました。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、１,２１１百万円（前連結会計年

度末比５２５百万円の減少）となりました。

　［連結キャッシュ・フローの状況］

　営業活動による資金は、３,８８２百万円の減少となりました。これは主に仕入債務

の減少、たな卸資産等の増加によるものであります。

　投資活動による資金は、８６０百万円の減少となりました。これは主に研削盤組立工

場の新築や部品加工用の機械の増設等によるものであります。

　財務活動による資金は、４,２１３百万円の増加となりました。これは主に短期借入

金の増加によるものであります。
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比較連結貸借対照表比較連結貸借対照表比較連結貸借対照表比較連結貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

期　別　 当連結会計年度末 前連結会計年度末
　科　目 (H14.3.31) (H13.3.31)

％ ％

流 動 資 産 ( ２０,２０７ ) 69.3 ( ２２,２５９ ) 70.7 ( △２,０５２ )

現 金 及 び 預 金 １,６９１ ２,２３６ △   ５４４

受取手形及び売掛金 ９,６８２ １１,７４２ △２,０６０

有 価 証 券 － １０２ △   １０２

た な 卸 資 産 ８,７５５ ７,６９７ １,０５８

繰 延 税 金 資 産 ５ ６ △       ０

そ の 他 １０９ ５４７ △   ４３７

貸 倒 引 当 金 △　　３７ △    ７１ ３３

固 定 資 産 ( ８,９４４ ) 30.7 ( ９,１７８ ) 29.2 ( △   ２３３ )

 有形固定資産 [ ６,４３５ ] 22.1 [ ６,１２７ ] 19.5 [ ３０８ ]

建 物及 び構築物 ２,８２６ ２,７７４ ５１

機械装置及び運搬具 １,９４３ １,７０９ ２３４

土 地 １,３１８ １,２８３ ３５

そ の 他 ３４８ ３５９ △     １１

 無形固定資産 [ ２７ ] 0.1 [ ２５ ] 0.1 [ １ ]

 投資その他の資産 [ ２,４８１ ] 8.5 [ ３,０２５ ] 9.6 [ △   ５４４ ]

投 資 有 価 証 券 ２,３１５ ２,８８９ △   ５７４

繰 延 税 金 資 産 １ － １

そ の 他 ２３２ ２５０ △   　１７

貸 倒 引 当 金 △　　６７ △  １１３ ４６

繰 延 資 産 ( ４ ) 0.0 ( ４３ ) 0.1 ( △     ３８ )

試 験 研 究 費 ４ ４３ △     ３８

資 産 合 計 ２９,１５７ 100.0 ３１,４８１ 100.0 △２,３２４

比較増減

-７-
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比較連結貸借対照表比較連結貸借対照表比較連結貸借対照表比較連結貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)
負債、少数株主持分及び資本の部

期　別　 当連結会計年度末 前連結会計年度末
　科　目 (H14.3.31) (H13.3.31)

％ ％

( ８,０４２ ) 27.6 ( ９,７１３ ) 30.9 ( △１,６７１ )

支払手形及び買掛金 ２,５４６ ７,８５０ △５,３０４

短 期 借 入 金 ４,７４５ ５３０ ４,２１５

未 払 法 人 税 等 １５ ３３ △     １８

未 払 消 費 税 等 ５７ ６１ △       ３

賞 与 引 当 金 ２５８ ３０４ △     ４５

そ の 他 ４１８ ９３３ △   ５１４

( １,０３０ ) 3.5 ( ５２２ ) 1.6 ( ５０７ )

退 職 給 付 引 当 金 ４４７ ４４９ △       １

連 結 調 整 勘 定 ２３９ ５ ２３４

そ の 他 ３４２ ６７ ２７５

負 債 合 計 ９,０７２ 31.1 １０,２３６ 32.5 △１,１６４

少 数 株 主 持 分 １６０ 0.6 ２８１ 0.9 △   １２１

１０,５９９ 36.4 １０,５９９ 33.7 －

９,１３８ 31.3 ９,１３８ 29.0 －

８３０ 2.8 １,２５８ 4.0 △   ４２７

△ ６２７ △ 2.2 － － △   ６２７

－ － △     ４ △ 0.0 ４

△     １ △ 0.0 △     ０ △ 0.0 △       １

△   １５ △ 0.0 △   ２７ △ 0.1 １２

資 本 合 計 １９,９２４ 68.3 ２０,９６３ 66.6 △１,０３９

負債､少数株主持分
及 び 資 本 合 計 ２９,１５７ 100.0 ３１,４８１ 100.0 △２,３２４

比較増減

子 会 社 の 所 有 す る
親 会 社 株 式

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

自 己 株 式

為 替 換 算 調 整 勘 定

その他有価証券評価差額金

-８-
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比較連結損益計算書比較連結損益計算書比較連結損益計算書比較連結損益計算書

　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)
期　　別　 当連結会計年度 前連結会計年度

　科　　目 (H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31)

％ ％

売 上 高 １５,５７７ 100.0 ２１,７３５ 100.0 △６,１５７

売 上 原 価 １３,３９９ 86.0 １７,８８３ 82.3 △４,４８４

売　上　総　利　益 ２,１７８ 14.0 ３,８５１ 17.7 △１,６７３

販売費及び一般管理費 ２,４８２ 15.9 ２,５９３ 11.9 △　 １１１

営業利益又は損失(△) △ ３０３ △ 1.9 １,２５８ 5.8 △１,５６２

営 業 外 収 益 ( ２５５ ) 1.6 ( ２６９ ) 1.2 ( △　　 １３ )

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ４８ ８９ △     ４０

そ の 他 の 営 業 外 収 益 ２０６ １８０ ２６

営 業 外 費 用 ( １１９ ) 0.8 ( １５４ ) 0.7 ( △     ３５ )

支 払 利 息 ２７ ４４ △     １７

持分法による投資損失 ５ ８ △       ３

そ の 他 の 営 業 外 費 用 ８７ １０１ △     １４

経常利益又は損失(△) △ １６８ △ 1.1 １,３７２ 6.3 △１,５４０

特　別　利　益 ( ９ ) 0.1 ( ４０４ ) 1.9 ( △   ３９４ )

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ９ ２０５ △   １９５
子 会 社 の 所 有 す る
親 会 社 株 式 売 却 益 － １４０ △   １４０

受 取 補 償 金 － ５８ △     ５８

特　別　損　失 ( ３１１ ) 2.0 ( ５１０ ) 2.4 ( △   １９８ )

関係会社貸倒引当金繰入額 － ７０ △　　 ７０

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２０７ ３１９ △   １１２

固 定 資 産 除 却 損 ６２ １０２ △     ３９

そ の 他 の 特 別 損 失 ４１ １８ ２３

△ ４７０ △ 3.0 １,２６６ 5.8 △１,７３６

１８ 0.1 ３４ 0.2 △     １６

△     １ △ 0.0 △     ６ △ 0.0 ５

６０ 0.4　　△　 ５７ △ 0.2 １１７

△ ４２７ △ 2.7 １,１８０ 5.4 △１,６０８

比較増減

当 期 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ )

税 金 等 調 整 前
当期純利益又は純損失(△)

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主利益(△)又は損失

-９-
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比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書

【単位：百万円】(百万円未満切捨)
期　別 当連結会計年度 前連結会計年度

 科　目 (H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31)

連 結 剰 余 金 期 首 残 高
又 は 欠 損 金 期 首 残 高 ( △ ) １,２５８ △１,１３１ ２,３８９

連 結 剰 余 金 増 加 高
又 は 欠 損 金 減 少 高 ( ０ ) ( １,２０９ ) ( △１,２０９ )

　連結子会社増加に伴う増加高 ０ － ０

　資 本 準 備 金 取 崩 額 － １,２０９ △１,２０９

当 期 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ ) △　４２７ １,１８０ △１,６０８

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ８３０ １,２５８ △　 ４２７

比較増減

-１０-
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連結キャッシュ･フロー計算書連結キャッシュ･フロー計算書連結キャッシュ･フロー計算書連結キャッシュ･フロー計算書

【単位：百万円】(百万円未満切捨)
当連結会計年度 前連結会計年度

(H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31)

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ･フローⅠ.営業活動によるキャッシュ･フローⅠ.営業活動によるキャッシュ･フローⅠ.営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益 ( △は純損失 ) △ ４７０ １,２６６
減 価 償 却 費 ７３３ ６７４
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２０７ ３１９
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 ５ ８
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 （ △ は 減 少 額 ） △ １３ １９
退職給付引当金の増加額（△は減少額） △ ２１ ９３
受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ ４８ △ ８９
支 払 利 息 ２７ ４４
有 価 証 券 償 還 損 ２９ －
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ ９ △ ２０５
子 会 社 の 所 有 す る 親 会 社 株 式 売 却 益 － △ １４０
売 上 債 権 の 減 少 額 （ △ は 増 加 額 ） ２,３３７ △ ３,４３０
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ １,２３５ △ ２,５５１
仕 入 債 務 の 増 加 額 （ △ は 減 少 額 ） △ ５,１５６ ４,１８３
そ の 他 △ ２５２ △ １７８

小　　　　　　　　　　計 △ ３,８６７ １４
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４８ ８９
利 息 の 支 払 額 △ ２６ △ ４４
補 償 金 の 受 取 額 － ５８
法 人 税 等 の 支 払 額 △ ３７ △ １９

　 営業活動によるキャッシュ･フロー △ ３,８８２ ９６

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ･フローⅡ.投資活動によるキャッシュ･フローⅡ.投資活動によるキャッシュ･フローⅡ.投資活動によるキャッシュ･フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ ２８ －
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 ４８ ２６６
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ８００ △ ６１３
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 ７４ －
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ３２４ △ ５７７
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ７３ ５９３
連 結 子 会 社 株 式 追 加 取 得 に よ る 支 出 △ ３５ －
新 規 連 結 子 会 社 の 取 得 に よ る 収 入 ９５ －
子会社の所有する親会社株式の売却による収入 － ２０６
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 △ ２ △ ２
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １２ ２２
そ の 他 ２７ ５１

　 投資活動によるキャッシュ･フロー △ ８６０ △ ５３

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ･フローⅢ.財務活動によるキャッシュ･フローⅢ.財務活動によるキャッシュ･フローⅢ.財務活動によるキャッシュ･フロー
短 期 借 入 金 純 増 加 額 ４,２１５ ２４
そ の 他 △ １ ２

　 財務活動によるキャッシュ･フロー ４,２１３ ２７

Ⅳ.現金及び現金同等物の増加額（△は減少額）Ⅳ.現金及び現金同等物の増加額（△は減少額）Ⅳ.現金及び現金同等物の増加額（△は減少額）Ⅳ.現金及び現金同等物の増加額（△は減少額） △ ５２９ ７０
Ⅴ.現金及び現金同等物期首残高Ⅴ.現金及び現金同等物期首残高Ⅴ.現金及び現金同等物期首残高Ⅴ.現金及び現金同等物期首残高 １,７３６ １,６６５
Ⅵ.新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額Ⅵ.新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額Ⅵ.新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額Ⅵ.新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ４ －
Ⅶ.現金及び現金同等物期末残高Ⅶ.現金及び現金同等物期末残高Ⅶ.現金及び現金同等物期末残高Ⅶ.現金及び現金同等物期末残高 １,２１１ １,７３６

科　　　　　目

-１１-
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
　　　連 結 子 会 社      　１０社　　津上工販㈱　㈱ツガミマシナリー（旧社名㈱ツガミサービス
　　　　　　　　　　　　　　　センター）　㈱シマモト精工　㈱ツガミツール　㈱ツガミプ
　　　　　　　　　　　　　　　レシジョン　㈱ツガミハイテック　㈱ツガミメカテック
　　　　　　　　　　　　　　　㈲浅間エフワン　㈲ツガミエンジニア　ツガミテクノ㈱
　　　　上記のうち、㈲ツガミエンジニアについては、当連結会計期間において連結財務諸
　　　表に及ぼす影響が大きくなった為、連結の範囲に含めております。
　　　　また、ツガミテクノ㈱については、当連結会計期間中に株式を取得した為、連結の
　　　範囲に含めております。
　　　非連結子会社　４社　　㈱ツガミ総合サービス（旧社名㈱ツガミエンジニアリング
　　　　　　　　　　　　　　サービス）　ツガミ(シンガポール)　ツガミ(タイ)
　　　　　　　　　　　　　　ＷＭＴコーポレーション
　　　　非連結子会社４社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
　　　（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要
　　　　な影響を及ぼしていません。

２．持分法の適用に関する事項
　　　持分法適用会社        　１社　　ＷＭＴコーポレーション
　　　持分法非適用会社　４社
　　　（非連結子会社　３社を含む）
　　　　適用外の非連結子会社３社及び関連会社１社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余
　　　　金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の決算日等に関する事項
　　　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
　　　　　　　　　　　　　法により算定）
　　　　時価のないもの‥‥移動平均法による原価法
　　②たな卸資産‥‥‥‥‥主として移動平均法による原価法
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産
　　　　定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属
　　　設備を除く）については、定額法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　建物及び構築物‥‥‥１５～３８年
　　　　　機械装置及び運搬具‥‥‥１０年
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　　②無形固定資産
　　　　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
　　　る利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）重要な引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
　　　倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
　　　上しております。
　　②賞与引当金
　　　　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。
　　③退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金
　　　資産の見込額に基づき計上しております。
　　　　なお、会計基準変更時差異（２,１８０百万円）については、１５年による按分額
　　　を費用処理しております。
　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
　　　以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
　　　計年度から費用処理することとしております。
（４）重要なリース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
　　　ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
（５）消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は主として税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　　　連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。

７．利益処分項目等の取り扱いに関する事項
　　　連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて作
　　成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い容
　　易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資
　　からなっております。
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追　加　情　報追　加　情　報追　加　情　報追　加　情　報

当連結会計年度
H13.4.1～H14.3.31

前連結会計年度
H12.4.1～H13.3.31

　　　　　　　　　　　　　　
（退職給付会計）
　当連結会計年度から退職給付に係る会計基
準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する
意見書｣(企業会計審議会 平成10年6月16日))
を適用しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較
して、退職給付費用が104百万円増加し、経
常利益は176百万円減少、税金等調整前当期
純利益は18百万円減少しております。
　また、退職給与引当金は、退職給付引当金
に含めて表示しております。

（金融商品会計）
　当連結会計年度からその他有価証券のうち
時価のあるものの評価の方法について、金融
商品に係る会計基準(｢金融商品に係る会計基
準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会
平成11年1月22日))を適用しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較
してその他有価証券評価差額金627百万円が
計上されたほか、投資有価証券が同額減少し
ております。

（金融商品会計）
　当連結会計年度から金融商品に係る会計基
準(｢金融商品に係る会計基準の設定に関する
意見書｣(企業会計審議会 平成11年1月22日))
を適用し、貸倒引当金の計上基準について変
更しております。
　この変更による損益への影響は軽微であり
ます。
　当連結会計年度においては、その他有価証
券のうち時価のあるものについて時価評価を
行っておりません。なお、平成12年大蔵省令
第9号附則第3項によるその他有価証券に係る
連結貸借対照表計上額は2,841百万円、時価
は2,531百万円、評価差額金相当額は180百万
円及び繰延税金資産相当額は130百万円であ
ります。
　また、期首時点で保有する有価証券の保有
目的を検討し、1年以内に満期の到来する有
価証券は流動資産として、それ以外のその他
有価証券については、投資有価証券として表
示しております。
　この結果、流動資産の有価証券は2,069百
万円減少し、投資有価証券は同額増加してお
ります。

　　　　　　　　　　　　　　
（外貨建取引等会計処理基準）
　当連結会計期間から改訂後の外貨建取引等
会計処理基準(｢外貨建取引等会計処理基準の
改訂に関する意見書｣(企業会計審議会 平成
11年10月22日))を適用しております。
　この変更による損益への影響は軽微であり
ます。
　また、前連結会計年度において｢資産の部｣
に計上しておりました為替換算調整勘定は、
連結財務諸表規則の改正により、｢資本の部｣
に含めて計上しております。
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注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　１４,７０４百万円　　　１４,２９８百万円

２．非連結子会社及び関連会社に係る注記
　　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通りであります。
　　　投資有価証券（株式）　　　　　　　　　　　　 １６百万円　　　　　　 １６百万円
　　　投資その他の資産・その他　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　　 ３

３．担保資産及び担保付債務
　　　担保に供している資産
　　　　建物及び構築物        　　　　　　　　　　　　 １２８百万円　　　　　 １４０百万円
　　　　土　　　　　　地　　　　　　　　　　　　 １６７　　　　　　　　 １３２
　　　　合　　　　　　計　　　　　　　　　　　　 ２９５　　　　　　　　 ２７２
　　　担 保 付 債 務          
　　　　短 期 借 入 金        　　　　　　　　　　　　　 ３０百万円　　　　　 ４８０百万円
　　　　固定負債・その他　　　　　　　　　　　　　 ３５百万円　　　　　　　 －

４．受取手形割引高　　　　　　　　　　　　　　　　　 －百万円　　　　１,７０２百万円

５．受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　 ３５５百万円　　　　　 ２８１百万円

６．連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており
　　ます。
　　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期
　　手形が連結会計年度末残高に含まれております。
　　　　受　取　手　形　　　　　　　　　　　　　 ３６３百万円　　　　　 １３７百万円

（連結損益計算書関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度　　　　前連結会計年度
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
　　　　給 料 諸 手 当          　　　　　　　　　　 ５９９百万円　　　　　 ６１７百万円
　　　　貸 倒 引 当 金 繰 入 額          　　　　　　　　　　　 ２６　　　　　　　　　 ２８
　　　　賞 与 引 当 金 繰 入 額          　　　　　　　　　　　 ６４　　　　　　　　　 ６７
　　　　退 職 給 付 費 用          　　　　　　　　　　　 ５６　　　　　　　　　 ５０
　　　　技 術 研 究 費          　　　　　　　　　　 ２９７　　　　　　　　 ３８８
　　　　賃　　　 借　　　 料　　　　　　　　　　 １３３　　　　　　　　 １４０
　　　　保　　　 険　　　 料　　　　　　　　　　 １４４　　　　　　　　 １３９

２．研究開発費の総額
　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３２６百万円　　　　　 ３０６百万円
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
３．固定資産除却損の内訳
　　　　建　　　　　物　　　　　　　　　　　　　　 ２３百万円　　　　　　 ５３百万円
　　　　機　械　装　置　　　　　　　　　　　　　　　 ０　　　　　　　　　 ３２
　　　　工　　　　　具　　　　　　　　　　　　　　　 ２　　　　　　　　　　 ９
　　　　撤　去　費　用　　　　　　　　　　　　　　 ３５　　　　　　　　　　 －
　　　　そ　　の　　他　　　　　　　　　　　　　　　 １　　　　　　　　　　 ７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６２　　　　　　　　 １０２

４．特別損失の「その他」の主な内訳
　　　　ゴルフ会員権評価損　　　　　　　　　　　　　 －百万円　　　　　　 １１百万円
　　　　有 価 証 券 償 還 損         　　　　　　　　　　　　 ２９　　　　　　　　　　 －
　　　　固 定 資 産 売 却 損         　　　　　　　　　　　　 １１　　　　　　　　　　 ６

（連結キャッシュ･フロー計算書関係）
　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
　　　現 金 及 び 預 金 勘 定                　　　　１,６９１百万円　　　　２,２３６百万円
　　　預入期間が３ケ月を超える定期預金　　　△　 ４８０　　　　　　△　 ５００
　　　現 金 及 び 現 金 同 等 物                　　　　１,２１１　　　　　　　１,７３６

（リース取引関係）
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】

当連結会計年度 前連結会計年度

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

機械装置及び運搬具          １８４ １０３ ８０ １６６ ６５ １００

有形固定資産・その他 ２４０ １６５ ７４ １７９ １０４ ７５

無 形 固 定 資 産          ６７ ６０ ６ １２７ ７０ ５６

合　　計 ４９１ ３２９ １６１ ４７３ ２４０ ２３２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
２．未経過リース料期末残高相当額
　　　１　年　以　内　　　　　　　　　　　　　　　 ６２百万円　　　　　　 ７９百万円
　　　１　　年　　超　　　　　　　　　　　　　　　 ９９　　　　　　　 　１５２
　　　合　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　 １６１　　　　　　　　 ２３２
　　(注)取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が
　　　　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し
　　　　ております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額
　　　　支 払 リ ー ス 料        　　　　　　　　　　　　　 ８０百万円　　　　　　 ６９百万円
　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　 ８０　　　　　　　　　 ６９

４．減価償却費相当額の算定方法
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（税効果会計関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　(繰延税金資産)
　　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　 ３１百万円　　　　　　 ３１百万円
　　　賞与引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　 ７０　　　　　　　　　 ７２
　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　 １２３　　　　　　　　　 ８３
　　　有価証券評価損否認　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　 ４７１
　　　投資有価証券評価損否認　　　　　　　　　　 ６２７　　　　　　　　 ３３４
　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　 ２６１　　　　　　　　　　 －
　　　関係会社株式評価損否認　　　　　　　　　　　　 ５　　　　　　　　　 ４１
　　　たな卸資産整理損否認　　　　　　　　　　　　 ９９　　　　　　　　 １０３
　　　たな卸資産未実現利益控除　　　　　　　　　　 １０　　　　　　　　　 １６
　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　２,７７８　　　　　　　２,４３６
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４３　　　　　 　　　　３４
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　４,０５１　　　　　　　３,６２６
　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　 △ ４,０４４　　　　　 △ ３,６１９
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　 　　　　　７　　　　　 　　　　　６

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
　　主な項目の内訳
　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －％　　　　　　 ４１.７％
　　(調整)
　　　交際費等永久に損金に算入されない金額　　　　　 －　　　　　　　　 ０.４
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない金額　　　 －　　　　　 △　　０.５
　　　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　 １.２
　　　評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　 △　４０.８
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　 　　　０.２
　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　 －　　　　　 　　　２.２

　(注)当連結会計年度については、当期純損失であるため記載を省略しております。
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（有価証券関係）

当連結会計年度（平成14年3月31日）
１．その他有価証券で時価のあるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】（百万円未満切捨）

種　　類 取得原価
連結貸借対照表
計　　上　　額

差　　額

(1)株　　　式 ５７２ ６６４ ９２
(2)債　　　券
　①国債・地方債等 － － －
　②社　　　　　債 － － －
　③そ　　の　　他 － － －
(3)そ　の　他 － － －

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

小　　計 ５７２ ６６４ ９２

(1)株　　　式 ２,０３５ １,４００ △６３４
(2)債　　　券
　①国債・地方債等 － － －
　②社　　　　　債 １１ １０ △　　１
　③そ　　の　　他 － － －
(3)そ　の　他 ２８２ １９９ △　８２

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

小　　計 ２,３２９ １,６０９ △７１９

合　　　　　　計 ２,９０２ ２,２７４ △６２７

　　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について207百万円
　　　　　減損処理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成13年4月1日～至 平成14年3月31日)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】（百万円未満切捨）

売　　却　　額 売却益の合計額 売却損の合計額

７３ ９ －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】（百万円未満切捨）

連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

　　　非上場株式(店頭売買株式を除く) ２４



㈱ツガミ

- １９ -

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】（百万円未満切捨）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
1.債券
 (1)国債・地方債等 － － － －
 (2)社債 － １０ － －
 (3)その他 － － － －
2.その他 － － － －

合　　計 － １０ － －

前連結会計年度末（平成13年3月31日）
１．その他有価証券で時価のあるもの
　　　前連結会計年度においては、その他有価証券で時価のあるものについて時価評価を
　　行っておりません。なお、平成１２年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証
　　券に係る連結貸借対照表計上額等は「追加情報」欄に記載しております。

２．時価のない主な有価証券の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】（百万円未満切捨）

前連結会計年度末
（H13.3.31）主　　な　　内　　容

連結貸借対照表計上額

その他有価証券
　非上場株式（店頭売買株式を除く）

３１

（デリバティブ取引関係）

　　当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、該当事項はありません。
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セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報

１．事業の種類別セグメント
　　当連結会計期間(平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日)　　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)

工作機械事業
測定器その他
の　 事　 業

計 消去又は全社 連結

Ⅰ.売上高及び営業損益
　 売上高

(1) 外部顧客に対する売上 １４,０６８ １,５０９ １５,５７７ 　　　　　 － １５,５７７

(2)
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － (　　　　　－) －

計 １４,０６８ １,５０９ １５,５７７ (　　　　　－) １５,５７７

　　　　営業費用 １３,８０８ １,４２１ １５,２２９ 　　　　６５１ １５,８８１

　　　　営業利益又は営業損失(△) ２５９ ８７ ３４７ (　　　６５１) △　　３０３

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出

　　　　資産 ２２,４９５ ２,３１９ ２４,８１４ 　　 ４,３４２ ２９,１５７

　　　　減価償却費 ５０８ １１１ ６１９ 　　　　１１３ ７３３

　　　　資本的支出 ９３８ ５８ ９９７ 　　　　　　０ ９９７

　　前連結会計期間(平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日)　　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)

工作機械事業
測定器その他
の　 事　 業

計 消去又は全社 連結

Ⅰ.売上高及び営業損益
　 売上高

(1) 外部顧客に対する売上 １９,３３８ ２,３９６ ２１,７３５ 　　　　　 － ２１,７３５

(2)
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － (　　　　　－) －

計 １９,３３８ ２,３９６ ２１,７３５ (　　　　　－) ２１,７３５

　　　　営業費用 １７,４０６ ２,４３５ １９,８４１ 　　　　６３５ ２０,４７６

　　　　営業利益又は営業損失(△) １,９３１ △　　　３８ １,８９３ (　　　６３５) １,２５８

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出

　　　　資産 ２１,６９９ ３,３８６ ２５,０８６ 　　 ６,３９５ ３１,４８１

　　　　減価償却費 ４０２ １６２ ５６５ 　　　　１０９ ６７４

　　　　資本的支出 ９７８ １１７ １,０９５ 　　　　　２９ １,１２５

(注)１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。

　　２．各区分の主な製品

　　　(1)工作機械事業……………ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、

　　　　　　　　　　　　　　　 転造盤、ラップ盤

　　　(2)測定器その他の事業……精密測定器、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート

　　３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた

　　　　配賦不能費用の金額は６６７百万円及び６５４百万円であり、その主なものは当社本社の総

　　　　務部門等管理部門に係る費用であります。
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　　４．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社

　　　　資産の金額は６,６４３百万円及び４,３４２百万円であり、その主なものは当社本社での余

　　　　資運用資金（現金･預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る

　　　　資産等であります。

　　５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と繰延資産の償却額及び増加額が含まれてお

　　　　ります。

２．所在地別セグメント情報

　　当連結会計年度及び前連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外

　支店がないため、該当事項はありません。

３．海外売上高

　　当連結会計年度(平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日)　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)

アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海 外 売 上 高           ２,６６０ ８４１ ５８２ － ４,０８３

Ⅱ 連 結 売 上 高           １５,５７７

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る           
海外売上高の割合（％）

１７.１ ５.４ ３.７ － ２６.２

　　前連結会計年度(平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日)　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)

アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海 外 売 上 高           ２,４４３ ２,２２６ ５７７ － ５,２４７

Ⅱ 連 結 売 上 高           ２１,７３５

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る           
海外売上高の割合（％）

１１.２ １０.２ ２.６ － ２４.１

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　(1)ア　 ジ　 ア………台湾、タイ、香港、シンガポール

　　　(2)ア メ リ カ      ………アメリカ合衆国

　　　(3)ヨ ー ロ ッ パ      ………ドイツ、スイス、イタリア

　　　(4)その他の地域………ロシア、オーストラリア

　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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退職給付関係退職給付関係退職給付関係退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。

２．退職給付債務及びその内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
　(１)退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　 △２,５０２百万円　　　△２,６８１百万円
　(２)年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０５　　　　　　　　 ２５０
　(３)未積立退職給付債務(1)+(2)　　　　　　　　　△２,２９７　　　　　　△２,４３１
　(４)会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　　 １,８９１　　　　　　　２,０３５
　(５)未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　 △　　 ４２　　　　　　△　　 ４６
　(６)未認識過去勤務債務（債務の減額）　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　 －
　(７)連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)+(6)　　△　 ４４７　　　　　　△　 ４４２
　(８)前払年金費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　 ６
　(９)退職給付引当金(7)-(8)　　　　　　　　　　　△　 ４４７　　　　　　△　 ４４９
　　(注)子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自 平成13年4月1日　　　 自 平成12年4月1日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至 平成14年3月31日　　　至 平成13年3月31日
　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３１百万円　　　　　 ３５３百万円
　(１)勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２８　　　　　　　　 １３７
　(２)利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２　　　　　　　　　 ７２
　(３)期待運用収益（減算）　　　　　　　　　　　 △　　　 ４　　　　　　△　　　 ３
　(４)会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　　　１４５　　　　　　　　 １４５
　(５)数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　 △　　　 ９　　　　　　　　　　 －
　　(注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(１)勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　 前連結会計年度
　(１)割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３.０％　　　　　　　　３.０％
　(２)期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　　 ２.５％　　　　　　　　３.５％
　(３)退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　　期間定額基準　　　　　　　　同　 左
　(４)過去勤務債務の処理年数　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　 －
　(５)会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　　　　　１５年　　　　　　　　 １５年
　(６)数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　　５年　　　　　　　　　 ５年

関連当事者との取引関係関連当事者との取引関係関連当事者との取引関係関連当事者との取引関係

　　特記すべき事項はありません。


